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【トピックス】令和４年度における新型コロナウイルス感染症への主な対応 

奨学⾦事業 
【家計の急変等により学業継続が困難となった学⽣への緊急⽀援】（前年度より継続） 
・学⽣等の学びを継続するための緊急給付⾦ 
厳しい状況にある学⽣等の学びを継続するため 10 万円を⽀給 

・緊急特別無利⼦貸与型奨学⾦ 
アルバイト収⼊が⼤幅に減少した学⽣等に対して、緊急的に有利⼦奨学⾦を実質無利⼦で貸与（利⼦を国が補填） 

・家計急変世帯への緊急対応 
給付奨学⾦において、家計急変後の所得⾒込に基づき判定 

・貸与奨学⾦の期⽇前交付 
授業料等まとまった資⾦が必要な場合に、申請があった者に対し、前倒して３か⽉分を振込み 

【卒業延期や休学する学⽣等に対する貸与奨学⾦の期間延⻑等】（前年度より継続） 
・卒業予定期を超えて在学する者に対する第⼆種奨学⾦の貸与 

就職の内定取消し等のため、やむを得ず貸与終了後も引き続き在学する学⽣等に対して、最⼤１年間、第⼆種奨学⾦を貸

与 

・ボランティア活動等の社会貢献活動（学びの複線化）を⾏う者に対する第⼆種奨学⾦の貸与 
修学環境の変化を機に、ボランティア活動等の社会貢献活動を⾏う（学びの複線化）ため休学する者で、在学学校⻑が当

該活動を有意義であると認める学⽣等に対して、休学中も最⼤１年間、第⼆種奨学⾦を貸与 

【業績優秀者返還免除制度における申請期間等の柔軟化】（前年度より継続） 
・業績優秀者返還免除の申請期間の延⻑ 
業績優秀者返還免除の申請を希望していた者が、新型コロナウイルス感染症の影響により修業年限内に特に優れた業績を

挙げることが困難となった場合、延⻑届の提出により業績を挙げる期限を 1 年間猶予 

・業績優秀者返還免除制度における内定取消し要件の緩和 
災害、傷病、感染症（新型コロナウイルス感染症を含む。）の影響その他のやむを得ない事情により修業年限内で課程を修

了できなくなった業績優秀者返還免除内定者については、内定取消しの対象とせず、修業年限内で課程を修了したものとみ

なすよう要件を緩和 

 

留学⽣⽀援事業 
【外国⼈留学⽣に対する⽀援】 
・学⽣等の学びを継続するための緊急給付⾦【再掲】 
・⽇本留学に関する情報提供⽅法の充実 
⽇本留学フェアを対⾯とオンラインのハイブリッド⽅式で実施 

・⽇本語教育センターにおける遠隔授業の実施 
前年度に引き続き、来⽇が遅れた学⽣に対し、⾃国での遠隔授業や来⽇後の補講を実施 

・学資⾦⽀給における柔軟な運⽤ 
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前年度に引き続き、在籍確認の署名ができない場合への特例措置を実施 

・国際交流拠点活動による国際交流促進 
国際交流フェスティバルを対⾯とオンラインのハイブリッド⽅式で実施 

【⽇本⼈留学⽣に対する⽀援】（前年度より継続） 
・新型コロナウイルスに係るJASSO災害⽀援⾦の⽀給（JASSOに対する寄附⾦を原資） 
⽇本学⽣⽀援機構からの奨学⾦を受給している⽇本⼈留学⽣のうち、新型コロナウイルス感染症拡⼤により安全確保を図る

ため帰国した者の経済的負担を軽減することを⽬的とし、JASSO災害⽀援⾦（10万円）を⽀給 

・海外留学⽀援制度に係る特例措置 
感染症危険情報レベル２以上の国・地域への渡航を条件付で⽀援（協定派遣） 

感染症危険情報レベル２以上の国・地域への渡航を条件付で⽀援（学位取得型） 
・〜トビタテ︕留学 JAPAN ⽇本代表プログラム〜に係る取扱の柔軟化 
感染症危険情報レベル２以上の国・地域への渡航を条件付で⽀援 

令和３年度まで延⻑していた本制度について、渡航できていない学⽣等が依然多数存在していたことから、令和４年度末まで

さらに延⻑ 
 

学⽣⽣活⽀援事業 
・⼤学等における学⽣⽀援の取組状況に関する調査 
令和３年度に実施した調査の回答を活⽤して、学⽣間の交流の促進に有益と考えられる取組を選定し、「コロナ禍における学

⽣同⼠の交流に関する取組事例集」を取りまとめ公表 
 

【トピックス】令和４年度に新たに実施した寄附⾦事業 

・「新型コロナウイルス感染症対策助成事業（⾷に対する⽀援）」の実施（第３弾） 
⺠間企業や個⼈から寄せられた寄附⾦を原資として、学⽣⽣活を送るための⾷費等の⽀援事業を⾏う⼤学等に対し、当該

⽀援に係る事業費の⼀部（事業費の 2 分の１以内かつ 10 万円〜100 万円以内）の額を助成 

（1）対象となる学校︓⼤学、⼤学院、短期⼤学、⾼等専⾨学校（４・５年）、 

専修学校（専⾨課程）、⽇本語教育機関等 

（2）事業実施期間︓令和 4 年 4 ⽉〜12 ⽉ 

（3）助成実績︓432 校、約 2.4 億円の助成⾦を⽀給 

・「物価⾼に対する経済対策⽀援事業」の実施 
円安やウクライナ情勢等の国際情勢に端を発する資源価格上昇に伴う物価⾼の影響により厳しい⽣活を余儀なくされている

学⽣等を⽀援するため、学⽣⽀援寄附⾦を活⽤し、学⽣⽣活を送るための⾷費や修学に必要な消耗品（⽂房具・教材

等）等の費⽤を⽀援する⼤学等に対し、当該⽀援に係る経費の⼀部（事業費の 10 分の９以内かつ 100 万円以下）の

額を助成 

（1）対象となる学校︓⼤学、⼤学院、短期⼤学、⾼等専⾨学校（４・５年）、 

専修学校（専⾨課程）、⽇本語教育機関等 

（2）事業実施期間︓令和４年 10 ⽉〜令和５年 9 ⽉ 
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１．法⼈の⻑によるメッセージ 

 
独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構（JASSO）は、平成16（2004）年４⽉１⽇に、国の様々な学⽣

⽀援事業を総合的に実施する中核機関として創設されました。その⽬的は、「我が国の⼤学等において学ぶ
学⽣等に対する適切な修学の環境を整備し、もって次代の社会を担う豊かな⼈間性を備えた創造的な⼈材
の育成に資するとともに、国際相互理解の増進に寄与すること」（⽇本学⽣⽀援機構法第３条）と定められ
ており、⽂部科学⼤⾂から与えられる中期⽬標の達成に向けて、奨学⾦事業、留学⽣⽀援事業、学⽣⽣活
⽀援事業の各事業の運営を⾏っています。 

近年はコロナ禍に加え、社会の⻲裂と分断が深まり、気候変動による⾃然災害も想像を超える規模で広が
っています。国内においても少⼦化の進⾏はますます顕著になり、地域間・階層間の格差が拡⼤するなど多くの
問題が累積しています。物価の⾼騰が家計に直接の打撃を与えていることは⾔うまでもありません。 

私たちは今、⼈間はいかにあるべきか、⾃然との関係をどのように組み直していくのか、望ましい社会をどのよう
に構想し作り上げていくのかという根源的な問題に改めて直⾯しています。⼈類の知的営みの歴史の真価が問
われていると⾔っても過⾔ではありません。現在の困難を乗り越え、より良い未来に向かうためには、それを担う
次世代の⼈々に教育の機会が広く均等に開かれていなければなりません。学びたいという意欲、学ぼうとする意
志を持つすべての⼈々が、ためらうことなく学びの道を選択し、安⼼して学業を継続できること。それが社会全体
を安定的かつ持続的に発展させていくためには不可⽋です。 

このような状況のもと、学⽣⽀援のナショナルセンターであるJASSOが果たすべき役割は益々重要になってい
ます。志ある⼈々の学びを確実に⽀えるべく、奨学⾦、留学⽣⽀援、学⽣⽣活⽀援の３つの事業を柱とした
⽀援体制を、国及び⼤学等の関係機関とも⼗分に連携しつつ、より⼀層拡充してまいります。 

奨学⾦事業については、給付型と貸与型の奨学⾦に関する取組を引き続き⾏っています。留学⽣⽀援事
業については、停滞していた留学交流がようやく再開しつつあり、「トビタテ︕留学JAPAN」は、令和５年度から
第２ステージがスタートしています。学⽣⽣活⽀援事業については、特に改正障害者差別解消法が令和６年
６⽉までには施⾏されることを踏まえ、セミナーや情報提供などの更なる充実改善に注⼒していきます。 

私たちは、⼀⼈ひとりの学⽣が⾃らの可能性を最⼤限に発揮できる環境を整えることが、社会全体の豊かな
未来を創造することにつながると考え、努⼒を重ねています。 

皆様⽅におかれましては、JASSOの事業活動への⼀層のご理解をお願いするとともに、今後とも格別のご⽀
援、ご協⼒を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 
 

独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構 
理事⻑ 吉岡 知哉 
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２．法⼈の⽬的、業務内容 

 
（１）法⼈の⽬的 

機構は、教育の機会均等に寄与するために学資の貸与及び⽀給その他学⽣等の修学の援助を⾏
い、⼤学等が学⽣等に対して⾏う修学、進路選択その他の事項に関する相談及び指導について⽀援
を⾏うとともに、留学⽣交流の推進を図るための事業を⾏うことにより、我が国の⼤学等において学ぶ学
⽣等に対する適切な修学の環境を整備し、もって次代の社会を担う豊かな⼈間性を備えた創造的な
⼈材の育成に資するとともに、国際相互理解の増進に寄与することを⽬的としています。（独⽴⾏政
法⼈⽇本学⽣⽀援機構法第３条） 

 
（２）業務内容 

機構は、独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構法第３条の⽬的を達成するため以下の業務を⾏うこと
としています。 
 学⽣等への学資の貸与及び⽀給その他の援助 
 留学⽣への学資の⽀給その他の援助 
 留学⽣寄宿舎等の設置及び運営 
 ⽇本留学試験の実施 
 ⽇本語予備教育の実施 
 留学⽣寄宿舎の設置者等への助成⾦の⽀給 
 留学⽣交流の推進 
 ⼤学等が学⽣等に対して⾏う相談・指導業務に関する研修及び情報提供 
 学⽣等の修学環境の整備⽅策に関する調査及び研究 

（独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構法第13条第１項） 
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３．政策体系における法⼈の位置付け及び役割（ミッション） 

 
⽂部科学省の政策⽬標は 13 の柱から構成されていますが、機構の各業務と⽂部科学省の政策ごとの予

算との対応関係につきましては、以下政策体系図のとおり、３つの政策⽬標の下に位置づけられています。 
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４．中期⽬標 

 
（１）概要 

① 中期⽬標期間 
機構の第４期中期⽬標期間は、平成 31 年４⽉１⽇から令和６年３⽉ 31 ⽇までの５年間です。 

 
② 中期⽬標の概要 

機構は、独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構法（平成 15 年法律第 94 号）において、我が国の⼤
学、⾼等専⾨学校及び専修学校専⾨課程（以下「⼤学等」という。）における学⽣⽀援の中核機関と
して、（ⅰ）学資の貸与及び⽀給その他の学⽣等の修学の援助や、（ⅱ）⼤学等が学⽣等に対して
⾏う修学・進路選択等に関する相談及び指導についての⽀援、（ⅲ）留学⽣交流の推進を図るための
事業など、⽇本⼈学⽣及び外国⼈留学⽣に対する⽀援施策を総合的に⾏うことが求められています。 

「第３期教育振興基本計画」（平成 30 年６⽉ 15 ⽇閣議決定）においては、意欲と能⼒のある
⽇本⼈⽣徒・学⽣の海外留学⽀援と、優秀な外国⼈留学⽣の積極的かつ戦略的な受⼊れの推進や
障害者権利条約の批准や障害者差別解消法の施⾏も踏まえた障害のある学⽣の修学機会の整備の
推進などのきめ細やかな学⽣⽀援の充実が求められています。他⽅で、⼤学独⾃や様々な主体による就
職⽀援が⾏われるなど状況は⼤きく変化しています。 

現在、我が国では、最終学歴によって平均賃⾦に差がある中、貧しい家庭の⼦供たちほど⼤学への進
学率が低く、格差の固定化を防ぐためにも⾼等教育のアクセスの機会均等の充実が必要であり、また、少
⼦化の進展への対処としても、⼦育てや教育に係る費⽤負担の軽減等が求められています。こうした観点
から、⼤学等における修学の⽀援に関する法律（令和元年法律第８号）に基づき、少⼦化の進展に
対処するため、真に⽀援が必要な低所得世帯の者の修学に係る経済的負担が軽減されるよう、給付奨
学⾦の⼤幅な拡充に対応することが必要とされています。 

機構は、学⽣⽀援に関する事業を包括的に実施してきた機関として、これらの要請に応え、業務の能
率的・効率的な運営を基本⽅針としつつ、拡⼤する事業を各部署の密な連携のもとに確実に実施し、教
育の機会均等、次代の社会を担う⼈材育成、⼤学等の国際化の推進及び国際的な相互理解の増進
に寄与することが期待されています。 

以上の位置付け及び役割のもと、第３期中期⽬標期間における業務の実績についての評価等を踏ま
え、機構の第４期中期⽬標が定められています。 

中期⽬標の詳細は、リンク先（業務に関する情報（第４期中期⽬標期間））をご覧ください。 
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（２）⼀定の事業等のまとまりごとの⽬標等 

機構では中期⽬標における⼀定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開⽰しています。 
開⽰しているセグメント情報及び対応する勘定区分については、以下のとおりです。 

  

⼀定の事業等のまとまり（セグメント区分） 勘定区分 

奨学⾦事業 

学資⽀給業務勘定 

⼀般勘定 
留学⽣⽀援事業 
学⽣⽣活⽀援事業 
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５．法⼈の⻑の理念や運営上の⽅針・戦略等 

 
（１）経営基本理念 

JASSO の２つの S、“Student Services”を我々の活動の原点として、学⽣がどんなときでも安⼼し
て学ぶことができるよう、必要なサービスを提供していくことを組織の⽬的に掲げ、我が国の将来を担う若者
たちの学びと成⻑を⾒守っていきます。 

具体的には、奨学⾦、留学⽣⽀援、学⽣⽣活⽀援の３つの⽀援事業を⾏い、我が国の学⽣の学び
を⽀える重要なインフラを提供する学⽣⽀援のナショナルセンターとして、次代の社会を担う⼈材の育成に
貢献します。 

 
（２）経営⽅針 

① 学⽣に対する⽀援 
我が国における学⽣⽀援の中核機関として、学⽣を取り巻く状況や⽣活の実態を踏まえ、教育の機会
均等を担保する奨学⾦の貸与及び給付のほか、グローバル化に向けた留学⽣交流の積極的な⽀援、
多様化するニーズに応じた学⽣⽣活の⽀援等を⾏い、若者の学びを⽀えていきます。 

② ⾼等教育機関に対する⽀援 
意欲のある学⽣の修学の場として、社会に有為な⼈材の輩出を担う⾼等教育機関に対し、今後期待
される学びの環境整備を組織的に⽀援することにより、教育機能の⾼度化と学校経営の基盤強化を⽀
えていきます。 

③ 国・⼤学・企業等との連携・協⼒ 
国・⼤学・企業等と密接に連携・協⼒し、それぞれが持つ資源や能⼒、発想を結集することにより、社会
全体で学⽣の学びを⽀えると同時に社会が求める⼈材を育成し得る、より質の⾼い効果的な学⽣⽀援
を実現します。 

④ 学⽣⽀援のナショナルセンターとしての機能の充実 
学⽣⽀援のナショナルセンターとして、国の関連施策の基礎となる学⽣⽣活・学⽣⽀援の実態に関する
情報収集・分析を充実させるとともに、国全体を通じた課題の把握・分析、先進的な取組の情報提供
等を⾏っていきます。 

⑤ 事業の不断の⾒直しと効率的な経営 
理事⻑のリーダーシップの下、社会の諸情勢の変化に応じて事業の不断の⾒直しを⾏うとともに、独⽴
⾏政法⼈としての特性を⼗分に活⽤した迅速な意思決定に基づき、適切な経営資源の配分を実施
し、効率的な経営を⾏います。 
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６．中期計画及び年度計画 

 
第４期中期計画（平成 31 年４⽉〜令和６年３⽉）に掲げる項⽬及びその主な内容と令和４年度の

年度計画の項⽬及び主な内容は次のとおりです。 
中期計画・年度計画の詳細は、リンク先（業務に関する情報（第４期中期⽬標期間））をご覧くださ

い。 
 
 
 
 

第４期中期計画 令和４年度計画 
Ⅰ国⺠に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する⽬標を達成するためとるべき措置 
 １奨学⾦事業 
  （１）貸与奨学⾦ 

①奨学⾦の的確な貸与 
②適格認定の実施 
③債権の適切な管理及び返還⾦の確実な回収 
 総回収率︓91.4％以上  総回収率︓90.78%以上 
 当年度分回収率︓97.3%以上  当年度分回収率︓97.24%以上 
 ３ヶ⽉以上延滞債権数の割合︓ 
 10%以上改善 

３ヶ⽉以上延滞債権数の割合︓ 
  8%以上改善（3.28%以下） 

 ３ヶ⽉以上延滞債権額の割合︓ 
 3.26%以下 

３ヶ⽉以上延滞債権額の割合︓ 
  3.29%以下 

④機関保証制度の運⽤ 
⑤減額返還・返還期限猶予・返還免除制度の適切な運⽤ 
⑥所得連動返還⽅式の運⽤ 

  （２）給付奨学⾦ 
      ①奨学⾦の的確な⽀給 
      ②適格認定の実施 
  （３）奨学⾦事業に共通する事項の実施 
      ①奨学⾦制度の周知及び広報の充実 
      ②学校との連携強化 
      ③効果検証⽅策等の検討 
 ２留学⽣⽀援事業 
  （１）外国⼈留学⽣に対する⽀援 
      ①⽇本留学に関する情報提供等の充実 
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      ②⽇本留学試験の適切な実施 
        渡⽇前⼊学許可実施校数︓ 

182 校以上 
渡⽇前⼊学許可実施校数︓ 
182 校以上 

      ③⽇本語教育センターにおける教育の実施 
        卒業予定者による満⾜度︓ 
        肯定的評価の割合 80%以上 

卒業予定者による満⾜度︓ 
肯定的評価の割合 80%以上 

      ④学資⾦の⽀給等 
      ⑤宿舎の⽀援及び交流促進 
      ⑥卒業･修了後の⽀援 
  （２）⽇本⼈留学⽣に対する⽀援 
      ①海外留学に関する情報提供等の充実 
       期間中のイベント実施・協⼒回数︓ 
       126 回以上 

 年間のイベント実施・協⼒回数︓ 
 26 回以上 

      ②学資⾦の⽀給 
 ３学⽣⽣活⽀援事業 
  （１）学⽣⽣活、学⽣⽣活⽀援に関する情報の収集・分析・提供 
  （２）障害のある学⽣等に対する⽀援 
  （３）キャリア教育・就職⽀援 
Ⅱ業務運営の効率化に関する⽬標を達成するためにとるべき措置 
 １業務の効率化 
  （１）⼀般管理費等の削減 
    ⼀般管理費︓2 億 7,300 万円以下 
    （削減率 16.0%以上） 

 ⼀般管理費︓2 億 8,500 万円以下 
（削減率 12.3％以上） 

    業務経費︓50 億 6,200 万円以下 
    （削減率 9.0%以上） 

 業務経費︓51 億 6,300 万円以下 
 （削減率 7.2%以上） 

  （２）⼈件費・給与⽔準の⾒直し 
  （３）契約の適正化 
 ２組織の効果的な機能発揮 
 ３学⽣⽀援に関する調査・分析・研究の実施 
 ４情報システムの適切な整備及び管理 
Ⅲ財務内容に関する事項 
 １収⼊の確保等 
 ２寄附⾦事業の実施 
 ３奨学⾦貸与事業における適切な債権管理の実施 
 ４予算、収⽀計画及び資⾦計画 
 ５短期借⼊⾦の限度額 
 ６不要財産⼜は不要財産となることが⾒込まれる財産の処分等に関する計画 
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 ７重要な財産の処分等に関する計画 
 ８剰余⾦の使途 
Ⅳその他業務運営に関する重要事項 
 １内部統制・ガバナンスの強化 
  （１）事業運営への外部有識者の参画 
  （２）外部評価の実施 
  （３）理事会等によるガバナンスの確保 
  （４）リスク管理の推進 
  （５）コンプライアンスの推進 
  （６）内部監査の実施 
 ２情報セキュリティ対策の推進 
 ３広報・広聴の充実 
 ４施設及び設備に関する計画 
 ５⼈事に関する計画 
  （１）⽅針 
  （２）⼈事に係る指標 
 ６中期⽬標の期間を超える債務負担 
 ７積⽴⾦の使途 
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７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

 
（１）ガバナンスの状況 

ガバナンスの体制は次の図のとおりです。 
詳細は、リンク先の規程⼀覧より内部統制基本⽅針をご覧ください。（規程等＞6.組織） 

 
 
 ⽇本学⽣⽀援機構のガバナンス体制図 

 
 

（２）役員等の状況 
① 役員の⽒名、役職、任期、担当及び経歴 

役 職 ⽒ 名 任  期 担  当 経    歴 
理事⻑ 吉岡 知哉 ⾃ 平成31年４⽉１⽇ 

⾄ 令和６年３⽉31⽇ 

－ 

昭和51年４⽉ 東京⼤学法学部助⼿ 

昭和55年４⽉ ⽴教⼤学法学部助⼿ 

昭和56年４⽉ ⽴教⼤学法学部法学科専任講師 

昭和58年４⽉ ⽴教⼤学法学部法学科助教授 

平成２年４⽉ ⽴教⼤学法学部法学科教授 

平成２年11⽉ 法学博⼠（東京⼤学） 

平成８年４⽉ ⽴教⼤学法学部政治学科教授 

監事事務局

意見

選任

機
構
評
価
委
員
会

独立行政法人

評価制度委員会

財務省理財局

監 事

会計検査院

日本学生支援機構のガバナンス体制

中期目標の指示

中期計画の認可

業績評価の実施
意見

監査

助言

機関保証制度

検証委員会 等

検証

内部監査

運
営
評
議
会

理 事 長

会計監査人

報告

任免

総務大臣

経営管理会議

リスク管理委員会

監査

部長等会議

任免

任免

意見

目標・評価の

指針

総務省行政評価局

点検・見直し

報告

報告・

意見

＊

＊： 理事長が出席する会議に

オブザーバーとして出席

（理事会、経営管理会議、

リスク管理委員会には

構成員として出席）

理事長代理

理 事

検 査 室

文 部 科 学 大 臣

契約監視委員会

事業部門

管理部門

その他委員会等

報告・意見

報告

理
事
会

勧告 監査 検査

指示

NISC

監査
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平成14年４⽉ ⽴教⼤学法学部⻑ 

平成22年４⽉ ⽴教⼤学総⻑ 

平成30年４⽉ ⽴教⼤学名誉教授 

理事⻑代理・

理事 

藤江 陽⼦ （理事⻑代理） 

⾃ 令和３年９⽉21⽇ 

⾄ 令和４年８⽉31⽇ 

 

（理事） 

⾃ 令和３年９⽉21⽇ 

⾄ 令和４年８⽉31⽇ 

政策企

画、財務

及びグロー

バル⼈材

育成に関

する業務

担当 

昭和63年４⽉ ⽂部省採⽤ 

平成28年６⽉ ⽂化庁⽂化財部⻑ 

平成28年12⽉ ⽂部科学省⼤⾂官房審議官(⾼

⼤接続・初中局担当) 

平成29年７⽉ スポーツ庁審議官 

令和元年７⽉ スポーツ庁次⻑ 

令和３年９⽉ ⽂部科学省退職（役員出向） 

理事⻑代理・

理事 

⽮野 和彦 （理事⻑代理） 

⾃ 令和４年９⽉２⽇ 

⾄ 令和６年3⽉31⽇ 

 

（理事） 

⾃ 令和４年９⽉２⽇ 

⾄ 令和６年3⽉31⽇ 

政策企

画、財務

及びグロー

バル⼈材

育成に関

する業務

担当 

平成元年4⽉ ⽂部省採⽤ 

平成16年1⽉ 在イタリア⼤使館⼀等書記官 

平成20年12⽉ ⼤⾂官房付（併）内閣参事官

（内閣総務官室） 

平成23年1⽉ ⽂化庁記念物課⻑ 

平成25年12⽉ ⾼等教育局私学助成課⻑ 

平成27年8⽉ 初等中等教育局財務課⻑ 

平成29年4⽉ 初等中等教育局初等中等教育企

画課⻑ 

平成30年1⽉ ⼤⾂官房会計課⻑ 

平成31年1⽉ ⼤⾂官房審議官（初等中等教育

局担当） 

令和2年10⽉ ⽂化庁次⻑ 

令和3年9⽉ ⽂部科学省官房⻑ 

令和4年9⽉ ⽂部科学省退職（役員出向） 

理事 吉⽥ 真 ⾃ 平成28年４⽉１⽇ 

⾄ 令和６年３⽉31⽇ 

総務、情

報及び学

⽣⽣活に

関する業

務担当 

昭和54年７⽉ ⽇本育英会採⽤ 

平成22年８⽉ ⽇本学⽣⽀援機構債権管理部

⻑ 

平成24年４⽉ ⽇本学⽣⽀援機構総務部⻑ 

平成28年３⽉ ⽇本学⽣⽀援機構退職 

理事 吉野 利雄 ⾃ 令和２年４⽉１⽇ 

⾄ 令和６年３⽉31⽇ 

留学⽣及

び⽇本語

教育に関

する業務

担当 

昭和58年４⽉ ⽇本国際教育協会採⽤ 

平成28年４⽉ ⽇本学⽣⽀援機構総務部⻑ 

平成31年４⽉ ⽇本学⽣⽀援機構留学⽣事業部 

  ⻑ 

令和２年３⽉ ⽇本学⽣⽀援機構退職 

理事 萬⾕ 宏之 ⾃ 令和３年４⽉１⽇ 

⾄ 令和６年３⽉31⽇ 

奨学⾦に

関する業

務担当 

平成３年４⽉ ⽂部省採⽤ 

平成25年７⽉ ⽂化庁⽂化部宗務課⻑ 

平成27年４⽉ ⽂化庁⽂化財部美術学芸課⻑ 
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平成29年４⽉ ⽣涯学習政策局⽣涯学習推進

課⻑ 

平成30年10⽉ 総合教育政策局調査企画課⻑ 

平成31年４⽉ ⽇本学⽣⽀援機構グローバル⼈

材育成本部審議役 

令和３年３⽉ ⽇本学⽣⽀援機構退職 

監事 

（⾮常勤） 

⽵内 俊郎 ⾃ 令和３年９⽉１⽇ 

⾄ 令和７事業年度の財

務諸表承認⽇ 

－ 

昭和50年８⽉ 東京⽔産⼤学⽔産学部助⼿採⽤ 

昭和55年８⽉ 同 講師 

昭和58年３⽉ 農学博⼠（東京⼤学） 

昭和58年５⽉ 東京⽔産⼤学 助教授 

平成６年４⽉ 同 教授 

平成15年10⽉ 東京海洋⼤学教授 

平成15年10⽉ 同 ⼤学院海洋科学技術研究科

⻑（平成18年３⽉まで） 

平成20年４⽉ 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学教

育研究評議会評議員 

平成21年４⽉ 同 理事･副学⻑ 

平成24年４⽉ 同 教授 

平成25年３⽉ 同 退職 

平成25年４⽉ 同 教授（再雇⽤） 

平成27年４⽉ 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学⻑ 

令和３年３⽉ 同 退職 

令和３年４⽉ 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学名誉

教授 

監事 

（⾮常勤） 

⼩川 千恵

⼦ 

⾃ 平成26年４⽉１⽇ 

⾄ 令和５事業年度の財

務諸表承認⽇ 

－ 

平成３年10⽉ センチュリー監査法⼈採⽤ 

平成13年４⽉ 新⽇本監査法⼈さいたま事務所

採⽤ 

平成18年２⽉ 監査法⼈⽇本橋事務所採⽤ 

平成22年７⽉ リソース・グローバル・プロフェッショナ

ルズ採⽤ 

平成26年３⽉ ⼩川会計事務所開業 

 
② 会計監査⼈の名称 

有限責任 あずさ監査法⼈ 
 

（３）職員の状況 
常勤職員は令和4年度末現在531⼈（前期⽐1⼈減少、0.2％減）であり、平均年齢は45.0歳（前
期末45.2歳）となっています。 
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このうち、国等からの出向者は 15 ⼈、⺠間からの出向者は 3 ⼈、令和 5 年３⽉ 31 ⽇退職者は 18 ⼈
です。 

 
（４）重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度に完成した主要な施設等 
該当なし 

 
② 当事業年度継続中の主要な施設等の新設・拡充 

《令和４年度補正予算》 
・市⾕事務所再整備事業 

 
③ 当事業年度に処分した主要な施設等 

該当なし 
 

（５）純資産の状況 
① 資本⾦の額及び出資者ごとの出資額 

（単位︓百万円） 
区分 期⾸残⾼ 当期増加額 当期減少額 期末残⾼ 

政府出資⾦ 100 - - 100 
資本⾦合計 100 - - 100 

 

② ⽬的積⽴⾦の申請状況、取崩内容等 
当期総利益 80 百万円については、固定資産を⾃⼰収⼊で取得したことにより発⽣した現⾦を伴わな

い会計処理上の利益を主な要因としていることから、「独⽴⾏政法⼈の経営努⼒認定について」（平成
26 年６⽉ 27 ⽇（平成 28 年６⽉１⽇⼀部改訂）・総務省⾏政管理局）の基準に合致するもの
ではないため、通則法第 44 条第３項の⽬的積⽴⾦として申請は⾏っておりません。 

また、⾃⼰収⼊で取得した資産の償却等を使途に承認を受けた前中期⽬標期間繰越積⽴⾦につい
ては、今期、前中期⽬標期間中に⾃⼰収⼊で取得した資産の償却により 139 百万円取り崩しを⾏い
ました。 
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（６）財源の状況 
① 財源の内訳 

 

区分 ⾦額（百万円） 構成⽐率（％） 
借⼊⾦等 915,154 45.0 
運営費交付⾦ 17,419 0.9 
国庫補助⾦ 173,300 8.5 
施設整備費補助⾦ 595 0.0 
受託収⼊等 66 0.0 
寄附⾦収⼊ 1,799 0.1 
貸付回収⾦ 898,691 44.2 
貸付⾦利息等 21,680 1.1 
政府補給⾦ 53 0.0 
その他 4,767 0.2 

合計 2,033,525 100 
 
② ⾃⼰収⼊に関する説明 

機構の⾃⼰収⼊は 30,519 百万円で、事業別に区分すると、奨学⾦事業で 27,973 百万円、留
学⽣⽀援事業では 2,504 百万円等となっています。 

奨学⾦事業に係る⾃⼰収⼊の内訳は、有利⼦である第⼆種学資貸与⾦に係る学資貸与⾦利息
21,650 百万円、貸付⾦の滞納に対する延滞⾦収⼊ 3,146 百万円等となっています。 

留学⽣⽀援事業に係る⾃⼰収⼊の内訳は、官⺠協働海外留学⽀援制度等に係る寄附⾦収益
707 百万円、留学⽣宿舎の館費等の収⼊ 619 百万円、⽇本留学試験に係る⽇本留学試験検定
料収⼊ 535 百万円等となっています。 

 
（７）社会及び環境への配慮等の状況 

機構では、社会及び環境への配慮の⽅針として以下を定め、各⽅針に沿った取組みを実施していま
す。 

 「独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出削減等の
ため実⾏すべき措置について定める実施計画」 

 「環境物品等の調達の推進を図るための⽅針」 
 「独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構 ⾏動計画」（⼥性活躍推進のための⾏動計画） 
 「機構における⼥性の活躍推進に向けた公共調達の取組の実施について」 
 「セクシュアル・ハラスメント等⼈権侵害防⽌に関する規程」 
 「独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応

要領」 

また、機構では、⽇本国憲法第 26 条や教育基本法第４条に定められる「教育の機会均等」の理念
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の下、奨学⾦事業を実施しており、機構が担う奨学⾦事業は、国連の持続可能な開発⽬標(SDGs）
の内、⽬標４「すべての⼈に包摂的かつ公平で質の⾼い教育を提供し、⽣涯学習の機会を促進する。」
の達成に貢献する等、ソーシャルプロジェクトとして位置付けられるものと考えております。平成 16 年より、
貸与奨学⾦の財源を円滑に獲得するために⽇本学⽣⽀援債券を発⾏しておりますが、平成 30 年９⽉
発⾏の第 52 回債から、ICMA（International Capital Market Association／国際資本市場協
会）が定義するソーシャルボンド原則に適合する旨、ESG（環境〈Environment〉、社会〈Social〉、ガ
バナンス〈Governance〉）評価機関であるムーディーズ・ジャパン（Moodyʼs Japan）（旧︓ムーディ
ーズ ESG ソリューションズ（Moodyʼs ESG Solutions）、ヴィジオアイリス（Vigeo Eiris））からセカ
ンドオピニオンを取得し、ソーシャルボンドとして発⾏しています。 

 
ソーシャルボンドに関する詳細は、リンク先（ソーシャルボンド）をご覧ください。 
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８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

 
（１）リスク管理の状況 

機構では、⽬標の達成及び業務の適正確保を図るため、リスク管理全般に必要な事項を定めた「リス
ク管理規程」を制定するとともに、「リスク管理委員会」を設置し、⽬標の達成を阻害する可能性を有する
要因（リスク）を的確に把握し、その発⽣可能性の低減化、⼜は発⽣した場合の損失・被害の最⼩化
を図るための措置を⾏うこととしています。 

令和４年度は、リスク管理委員会を１回開催し、リスク管理規程に基づきリスク管理に取り組み、機
構内外の環境変化を踏まえ、リスクの洗い出し、評価、モニタリングを⾏い、リスク管理の⼀層の推進を図
りました。 

 
（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

① 主なリスクへの対応状況 

ア）組織・⼈員に関するリスク 
過⼤な事務作業量や職員の不⾜は、⻑時間労働と健康被害の発⽣に繋がる重⼤なリスクと認識

しており、これを発⽣させないために組織・⼈員配置の⽅針について⾒直しを⾏うとともに、業務改善に
関する職員からの提案を広く募集し、業務改善を推進しました。 

また、⾮常勤職員から任期付職員、任期付職員から常勤職員への選考採⽤を⾏うとともに、⼀⻫
採⽤、通年採⽤に加えて専⾨職種を公募し、必要な⼈材の確保に努めました。 

 

イ）⾦融リスク 
奨学⾦事業における、財務の健全性の確保や安定的な運営を実施するために、⾦融業務に係る

内部ガバナンスの⾼度化を図っており、⾦融リスクについては、以下の区分でリスク管理態勢を整備して
います。 
 奨学⾦に関するリスク 

【信⽤リスク】 債務者の返還能⼒低下により資産の価値が減少・消失し機構が損失を被るリスク
【⾃⼰査定リスク】 機構による資産査定が適切に実施されないことで適切な償却・引当が⾏われ
ないリスク 

 資⾦調達に関するリスク 
【⾦利リスク】 資産と負債の⾦利の変動により機構が損失を被るリスク 
【流動性リスク】 資⾦調達が困難になることで機構の資⾦繰りが逼迫するリスク 

令和４年度においては、上記について機構内外の環境変化を踏まえたリスクの洗い出し、リスク管理
委員会等によるモニタリングを実施し、PDCA サイクルを実践した結果、新たなリスクとして認識される事
項はありませんでした。 

② 業務実施体制の⾒直し 



 

19 
 

ア）新規事業への対応、組織の⾒直し 
令和４年４⽉においては、業務量に応じた配置予定実員の配分の⾒直しを実施しました。 
また、令和 4 年 11 ⽉においては、市⾕事務所再整備事業を着実に実施するため、市⾕事務所

再整備準備室を設置しました。 

イ）研修体系及び⼈事評価制度の着実な運⽤・定着 
令和４年度の研修については、職員の研修対象事項への理解の深化や意識の向上、スキルアップ

を図ることを⽬標として、組織的・体系的な研修計画を策定しました。研修内容については、機構の業
務内容の質的変化や、学⽣ニーズの様々な展開を想定して、柔軟かつ機動的に⾒直しを⾏いました。
さらに、国・⼤学等外部機関への派遣など、幅広い機会を提供しました。 

⼈事評価については、職員の勤務状況と業績を的確に反映したものとするため、⾃⼰評価及び上
司による評価等を総合的に勘案し、適正に実施しました。 

 
詳細は、以下のリンク先ページに掲載の「令和４年度業務実績等報告書」を参照ください。 
業務に関する情報（第 4 期中期⽬標）のページへリンク 
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９．業績の適正な評価の前提情報 

 
令和４年度の機構の各業務についてのご理解とその評価に資するため、各事業の前提となる、主な事業ス
キームを⽰します。 
各事業の具体については、リンク先（⽬的・事業概要＞JASSO 概要）をご覧ください。 

 
（１）奨学⾦事業 
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（２）留学⽣⽀援事業 
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（３）学⽣⽣活⽀援事業 
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10．業務の成果と使⽤した資源との対⽐ 

 
（１）⾃⼰評価 

各業務（セグメント）ごとの具体的な取組結果と⾏政コストとの関係の概要は以下のとおりです。 
詳細につきましては、リンク先に掲載している業務実績等報告書をご覧ください。 

 

 

 （単位︓百万円） 
項⽬ 評定（※） ⾏政コスト 

Ⅰ国⺠に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する⽬標を達成するためとるべき措置 
 １奨学⾦事業 Ａ 

219,114 

  （１）貸与奨学⾦ Ａ 
①奨学⾦の的確な貸与 Ａ 

     ②適格認定の実施 Ｂ 
     ③債権の適切な管理及び返還⾦の確実な回収 Ｂ 
     ④機関保証制度の運⽤ Ｂ 
     ⑤減額返還・返還期限猶予・返還免除制度の適切な運⽤ Ｂ 
     ⑥所得連動返還⽅式の運⽤ Ｂ 
  （２）給付奨学⾦ Ａ 
     ①奨学⾦の的確な⽀給 Ａ 
     ②適格認定の実施 Ｂ 
  （３）奨学⾦事業に共通する事項の実施 Ｂ 
     ①奨学⾦制度の周知及び広報の充実 Ｂ 
     ②学校との連携強化 Ｂ 
     ③効果検証⽅策等の検討 Ｂ 
 ２留学⽣⽀援事業 Ｂ 

13,152 

  （１）外国⼈留学⽣に対する⽀援 Ｂ 
     ①⽇本留学に関する情報提供等の充実 Ｂ 
     ②⽇本留学試験の適切な実施 Ｂ 
     ③⽇本語教育センターにおける教育の実施 Ｂ 
     ④学資⾦の⽀給等 Ｂ 
     ⑤宿舎の⽀援及び交流促進 Ｂ 
     ⑥卒業･修了後の⽀援 Ｂ 
  （２）⽇本⼈留学⽣に対する⽀援 Ａ 
     ①海外留学に関する情報提供等の充実 Ａ 
     ②学資⾦の⽀給 Ｂ 
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 ３学⽣⽣活⽀援事業 Ｂ 

279 
  （１）学⽣⽣活、学⽣⽣活⽀援に関する情報の収集・分析・

提供 
Ｂ 

  （２）障害のある学⽣等に対する⽀援 Ｂ 
  （３）キャリア教育・就職⽀援 Ｂ 
 
 １業務の効率化 Ｂ  
  （１）⼀般管理費等の削減 Ｂ  
  （２）⼈件費・給与⽔準の⾒直し Ｂ  
  （３）契約の適正化 Ｂ  
 ２組織の効果的な機能発揮 Ｂ  
 ３学⽣⽀援に関する調査・分析・研究の実施 Ｂ  
 ４情報システムの適切な整備及び管理 Ｂ  
 
 １収⼊の確保等 Ｂ  
 ２寄附⾦事業の実施 Ａ  
 ３奨学⾦貸与事業における適切な債権管理の実施 Ｂ  
 ４予算、収⽀計画及び資⾦計画 Ｂ  
 ５短期借⼊⾦の限度額 Ｂ  
 ６不要財産⼜は不要財産となることが⾒込まれる財産の処分等

に関する計画 
  

 ７重要な財産の処分等に関する計画   
 ８剰余⾦の使途 －  
 
 １内部統制・ガバナンスの強化 Ｂ  
  （１）事業運営への外部有識者の参画 Ｂ  
  （２）外部評価の実施 Ｂ  
  （３）理事会等によるガバナンスの確保 Ｂ  
  （４）リスク管理の推進 Ｂ  
  （５）コンプライアンスの推進 Ｂ  
     ①コンプライアンス職員研修 Ｂ  
     ②個⼈情報保護の徹底 Ｂ  
     ③情報公開の適正な実施 Ｂ  
  （６）内部監査の実施 Ｂ  
 ２情報セキュリティ対策の推進 Ｂ  
 ３広報・広聴の充実 Ｂ  
 ４施設及び設備に関する計画 Ｂ  
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 ５⼈事に関する計画 Ｂ  
  （１）⽅針 Ｂ  
  （２）⼈事に係る指標 Ｂ  
 ６中期⽬標の期間を超える債務負担 －  
 ７積⽴⾦の使途 Ｂ  

法⼈共通 2,572 
合計  235,117 

 
※評語の説明 
Ｓ︓ 中期計画における所期の⽬標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定

量的指標においては対中期計画値（⼜は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果
が得られていると認められる場合）。 

Ａ︓ 中期計画における所期の⽬標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中
期計画値（⼜は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ︓ 中期計画における所期の⽬標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値
（⼜は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ︓ 中期計画における所期の⽬標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値
（⼜は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ︓ 中期計画における所期の⽬標を下回っており、抜本的な改善を要する（定量的指標においては対中
期計画値（⼜は対年度計画値）の 80％未満）。 

（２）当中期⽬標期間における主務⼤⾂による過年度の総合評定の状況 
区分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

評定（※） B Ａ Ａ － － 
 

※評語の説明 
Ｓ︓ 中期計画における所期の⽬標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定

量的指標においては対中期計画値（⼜は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果
が得られていると認められる場合）。 

Ａ︓ 中期計画における所期の⽬標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中
期計画値（⼜は対年度計画値）の 120％以上とする）。 

Ｂ︓ 中期計画における所期の⽬標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値
（⼜は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ︓ 中期計画における所期の⽬標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値
（⼜は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ︓ 中期計画における所期の⽬標を下回っており、抜本的な改善を要する（定量的指標においては対中
期計画値（⼜は対年度計画値）の 80％未満）。 
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11．予算と決算との対⽐ 

  
※詳細は、以下リンク先に掲載の「決算報告書」をご覧ください。 
「財務に関する情報（第４期中期⽬標）」ページへのリンク 

  

収⼊ (単位:百万円)
予算額(A) 決算額(B) 差額(B)-(A) 備考

借⼊⾦等 974,497 915,154 △ 59,343 ⺠間借⼊⾦の減等
運営費交付⾦ 15,535 17,419 1,884 令和4年度補正予算の措置による増
国庫補助⾦ 263,653 173,300 △ 90,353

育英資⾦返還免除等補助⾦ 4,175 4,175                      -  
留学⽣交流⽀援事業費補助⾦ 7,009 7,009                      -
奨学⾦業務システム開発費等補助⾦                      -              2,450              2,450 奨学⾦業務システム開発費等補助⾦の措置による増
学資⽀給⾦補助⾦ 252,468 153,623 △ 98,845 学資⽀給⾦補助⾦経費執⾏減による減
学⽣⽀援緊急給付⾦給付事業補助⾦                      -              6,042              6,042 学⽣⽀援緊急給付⾦給付事業費補助⾦の執⾏額の増による増
学⽣⽀援緊急給付⾦給付事業⾃⼰収⼊                      -                     1                     1

施設整備費補助⾦                 415                 595                 180 施設整備費補助⾦の執⾏額の増による増
受託収⼊等                   33                   66                   32 事業の受託による増
寄附⾦収⼊                 668              1,799              1,131 寄附⾦事業執⾏額の増による増
貸付回収⾦          860,058          898,691            38,633 回収⾦の増
貸付⾦利息等            21,437            21,680                 243 貸付⾦利息等の増
政府補給⾦                 125                   53 △ 71 ⽀払利息の減による減
事業収⼊                 923                 871 △ 51 ⽇本語学校収⼊の減等
雑収⼊              3,270              3,896                 626 延滞⾦収⼊等の増

計 2,140,614 2,033,525 △ 107,089

⽀出
予算額(A) 決算額(B) 差額(A)-(B) 備考

奨学⾦貸与事業費 914,680 847,696 66,985 奨学⾦貸与額の減
⼀般管理費 2,231 2,386 △ 155
　うち、⼈件費（管理系） 1,019 1,107 △ 88 ⼈件費の増
　　　　物件費 1,213 1,279 △ 67
業務経費 17,314 17,441 △ 127

うち、⼈件費（事業系） 3,676 3,375 301 ⼈件費の減
　　　物件費 13,638 14,066 △ 428 業務委託費の増等

181 467 △ 285 施設整備費の増等
借⼊⾦等償還 934,700 1,003,252 △ 68,552 ⺠間借⼊⾦償還額の増等
借⼊⾦等利息償還 27,327 21,514 5,813 ⽀払利息の減
施設整備費 415 595 △ 180 施設整備費補助⾦の執⾏額の増による増
学資⽀給基⾦補助⾦経費 708 248 460 学資⽀給⾦⽀給額の減
留学⽣交流⽀援事業費補助⾦経費 7,009 5,253 1,757 事業経費の減
奨学⾦業務システム開発費等補助⾦経費                      - 2,450 △ 2,450 奨学⾦業務システム開発費等補助⾦の措置による増
学資⽀給⾦補助⾦経費 252,468 150,429 102,039 修学⽀援学資⽀給⾦⽀給額の減
学⽣⽀援緊急給付⾦給付事業費補助⾦経費                      - 715 △ 715 学⽣⽀援緊急給付⾦給付事業費補助⾦の執⾏額の増による増
受託経費等 33 66 △ 32 事業の受託による増
寄附⾦事業費 668 1,867 △ 1,199 寄附⾦事業執⾏額の増

計 2,157,737 2,054,380 103,356

特殊経費

区分

区分
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12．財務諸表に関する法⼈の⻑による説明情報 

＜財務諸表、財政状態及び運営状況の法⼈の⻑による説明情報＞ 
（１）貸借対照表 
【法⼈単位】 

（単位︓百万円） 
資産の部 ⾦額 負債の部 ⾦額 

流動資産 
現⾦及び預⾦ 
貸付⾦ 
 第⼀種学資貸与⾦ 
 第⼆種学資貸与⾦ 
 貸倒引当⾦ 
有価証券 
その他 
 

 9,631,778 
312,489 

9,310,961 
2,846,657 
6,494,341 
△ 30,038 

4,000 
4,329 

 

流動負債 
 ⼀年以内償還予定⽇本学⽣⽀援債券 

⼀年以内返済予定⻑期借⼊⾦ 
その他 

固定負債 
⽇本学⽣⽀援債券 
⻑期借⼊⾦ 
退職給付引当⾦ 
その他 

980,585 
120,000 
838,743 
21,842 

8,678,747 
120,000 

8,543,480 
4,164 

11,103 

固定資産 
有形固定資産 
無形固定資産 
投資その他の資産 

 破産再⽣更⽣債権等 
 貸倒引当⾦ 
未収財源措置予定額 
退職給付引当⾦⾒返 
差⼊保証⾦ 

58,206 
31,882 
10,706 
15,617 

120,273 
△ 118,563 

9,478 
4,164 

265 
 

負債合計 9,659,332 
純資産の部   

資本⾦ 
 政府出資⾦ 
資本剰余⾦ 
利益剰余⾦ 

100 
100 

29,552 
1,001 

純資産合計 30,652 

資産合計 9,689,984 負債・純資産合計 9,689,984 
 

財政状態 

当事業年度末の資産合計は 9,689,984 百万円と、前年度末⽐ 121,663 百万円減となりました。こ
れは、奨学⾦貸与事業である第⼀種貸与⾦及び第⼆種貸与⾦の貸付⾦の 74,369 百万円の減が主な
要因です。 

当事業年度末の負債合計は 9,659,332 百万円と、前年度末⽐ 121,081 百万円減となりました。
負債の内訳の中で増減額が⼤きかったものは、⻑期借⼊⾦の減です。 

当事業年度の純資産合計は 30,652 百万円と、前年度末⽐ 583 百万円減となりました。これは、独
⽴⾏政法⼈会計基準に基づき、減価に対応すべき収益の獲得が予定されていない固定資産の減価償却
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による資本剰余⾦の減が主な要因です。 
 

（２）⾏政コスト計算書 
 

【法⼈単位】 
（単位︓百万円） 

 ⾦額 
Ⅰ損益計算書上の費⽤ 

経常費⽤ 
臨時損失 

234,594 
234,593 

1 
Ⅱその他⾏政コスト 
  減価償却相当額 
  除売却差額相当額 

524 
523 

1 
Ⅲ⾏政コスト   235,117 

 

運営状況 

法⼈単位の当事業年度の⾏政コストは,235,117 百万円となりました。 
 

（３）損益計算書 
 

【法⼈単位】 
（単位︓百万円） 

  ⾦額 

経常費⽤（Ａ） 234,593 

 業務費 
  奨学⾦業務費 
  学資⾦⽀給業務費 

修学⽀援学資⾦⽀給業務費 
  留学⽣学資⾦⽀給業務費 
  その他業務費 
 ⼀般管理費 

 232,125 
68,365 

319 
150,429 

9,538 
3,474 
2,468 

経常収益（Ｂ） 232,376 
補助⾦等収益等 
⾃⼰収⼊等 
その他 

201,447 
 30,519 

410 
臨時損失（Ｃ） 1 
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臨時利益（Ｄ）  2,158 

当期純損失（E=Ｂ－Ａ－Ｃ＋Ｄ） 59 

前中期⽬標期間繰越積⽴⾦取崩額（F） 139 

当期総利益（E+F） 80 
 

運営状況 

当事業年度の経常費⽤は 234,593 百万円と、前年度⽐ 49,992 百万円減となりました。経常費⽤
の内訳の中で増減額が⼤きかったものは、学⽣⽀援緊急給付⾦給付事業の精算に伴う奨学⾦業務費の
61,213 百万円の減、修学⽀援学資⾦⽀給業務費の 7,700 百万円の増、留学⽣学資⾦⽀給業務費
の 3,853 百万円の増です。 

当事業年度の経常収益は 232,376 百万円と、前年度⽐ 48,475 百万円減となりました。経常収益
の内訳の中で増減額が⼤きかったものは、補助⾦等収益の 47,474 百万円減、学資貸与⾦利息の
2,185 百万円減です。 

上記損益の状況として、当事業年度の当期総利益は 80 百万円と、前年度⽐ 8,851 百万円増となり
ました。これは、昨年度限りの会計処理（未収財源措置予定額の取り崩しに対して利益剰余⾦を取り崩
したことにより発⽣した損失）の影響剥落が主な要因です。 

 
（４）純資産変動計算書 

 
【法⼈単位】 

（単位︓百万円） 
 Ⅰ資本⾦ Ⅱ資本剰余⾦ Ⅲ利益剰余⾦ 純資産合計 
当期⾸残⾼ 100 30,075 1,060 31,235 
当期変動額     
 Ⅰ資本⾦の当期変動額 － － － － 
 Ⅱ資本剰余⾦の当期変動額 － △524 － △524 
 Ⅲ利益剰余⾦の当期変動額 － － △59 △59 
当期変動額合計 － △524 △59 △583 
当期末残⾼ 100 29,552 1,001 30,652 

 

財政状態と運営状況との関係 

当事業年度の純資産に係る当期末残⾼は 30,652 百万円と、前年度⽐ 583 百万円の減となりまし
た。これは、独⽴⾏政法⼈会計基準に基づき、減価に対応すべき収益の獲得が予定されていない固定資
産の減価償却による資本剰余⾦の減が主な要因です。 
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（５）キャッシュ・フロー計算書 

 
【法⼈単位】 

（単位︓百万円） 
⾦額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） △ 43,147 
  ⼈件費⽀出 △ 4,754 
  学資貸与⾦の貸付による⽀出 △ 847,696 
  学資⽀給⾦の⽀給による⽀出 △ 316 
  修学⽀援学資⽀給⾦の⽀給による⽀出 △ 150,429 
  借⼊⾦の返済等による⽀出 △ 2,261,439 
  補助⾦等収⼊ 189,323 
  学資⾦の回収による収⼊ 898,746 
  借⼊等による収⼊ 2,173,167 
  ⾃⼰収⼊等 27,738 
  その他収⼊・⽀出 △ 67,486 
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） 15,182 
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △ 740 
Ⅳ資⾦に係る換算差額（Ｄ） － 
Ⅴ資⾦増加額（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） △ 28,705 

Ⅵ資⾦期⾸残⾼（Ｆ） 341,194 

Ⅶ資⾦期末残⾼（Ｇ＝Ｆ＋Ｅ） 312,489 
 

キャッシュ・フローの状況 

当事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは△43,147 百万円と、前年度⽐ 73,649 百万円の減
となりました。⽀出においては、短期借⼊⾦の返済による⽀出が 442,157 百万円減、⻑期借⼊⾦の返済
による⽀出が 70,103 百万円増、国庫補助⾦の精算による返還⾦の⽀出が 22,988 百万円の減、修学
⽀援学資⽀給⾦の⽀給による⽀出が 7,700 百万円増等により、前年度⽐ 461,838 百万円減となりま
した。⼀⽅、収⼊においては、短期借⼊れによる収⼊が 442,157 百万円減、国庫補助⾦収⼊が
54,654 百万円減、⻑期借⼊れによる収⼊が 40,346 百万円の減等により、前年度⽐ 535,488 百万
円減となりました。その結果、収⼊減が⽀出減を上回ったため、全体的には前年度に⽐べ減となりました。 

当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 15,182 百万円と、前年度⽐ 16,616 百万円の増と
なりました。これは、有価証券の償還による収⼊が 16,400 百万円増等となったことが主な要因です。 

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△740 百万円と、前年度⽐ 120 百万円の⽀出増と
なりました。 
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以上により、資⾦期末残⾼は 312,489 百万円と前年⽐ 28,705 百万円の減となりました。 

 

※詳細は、以下リンク先に掲載の「財務諸表」をご覧ください。 
「財務に関する情報（第４期中期⽬標）」ページへのリンク 
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13．内部統制の運⽤に関する情報 

 

機構では、業務⽅法書において、役員（監事を除く。）の職務の執⾏が通則法、独⽴⾏政法⼈⽇
本学⽣⽀援機構法⼜は他の法令に適合することを確保するための体制その他機構の業務の適正を確
保するための体制の整備に関する事項を定めております。 

（１）内部統制の運⽤（業務⽅法書第 47 条、第 51 条） 
内部統制委員会として経営管理会議を設置し、機構の重要な⽅針及び施策並びに内部統制に係る

取組に関し、実施状況の把握、検討及び審議を⾏っています。 

（２）リスクの管理（業務⽅法書第 52 条） 
業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへ適切に対応する

ため、リスク管理規程を定め、リスク管理委員会を設置しています。令和４年度はリスク管理委員会を１
回（３⽉）開催し、令和４年度のリスク管理の実施状況を確認するとともに、令和 5 年度のリスク管理
の実施に係る計画を策定しました。 

（３）監事監査・内部監査（業務⽅法書第 55 条、第 56 条） 
監事は、機構の業務及び会計に関する監査を⾏います。監査報告を作成し理事⻑及び⽂部科学⼤

⾂に提出し、監査の結果、是正または改善を要する事項があると判断したときは理事⻑⼜は⽂部科学
⼤⾂に対してその旨の意⾒を提出できます。 

また、理事⻑は、業務運営の効果的かつ効率的執⾏を図るとともに、予算執⾏及び会計経理の適正
を期するため、監査員に命じ内部監査を⾏なわせ、その結果に対する改善措置状況について報告を受け
ることとなっております。令和４年度の内部監査として、業務監査、会計監査、⾃⼰査定監査、法⼈⽂
書監査等を⾏い、適正に実施されたことを確認しています。 

（４）⼊札及び契約に関する事項（業務⽅法書第 58 条） 
⼊札及び契約に関し、監事及び外部有識者から構成される「契約監視委員会」の設置等を定めた内

部規程等を整備することとしており、契約監視委員会規程の他、契約事務の適切な実施等を⽬的として
契約事務取扱細則を定めています。令和４年度においては契約監視委員会を令和４年６⽉に開催
し、令和４年度調達等合理化計画及び令和３年度の調達等合理化計画の⾃⼰評価について点検を
⾏ないました。 

（５）予算の適正な配分（業務⽅法書第 59 条） 
運営費交付⾦を原資とする予算の配分が適正に実施されることを確保するための体制の整備及び評

価結果を予算配分等に活⽤する仕組みの整備の⼀環として、理事⻑決定の予算編成⽅針に基づき、
各予算責任者が作成した予算執⾏計画を財務部がとりまとめ、理事会での審議を経て予算を決定、配
分しました。また、令和４年度においても、新型コロナウイルス感染症の影響により事業実施状況やその
後の⾒通しが流動的であったことを踏まえて、第３四半期において、適正に予算が執⾏されるよう配分額
の⾒直しを⾏いました。 
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14．法⼈の基本情報 

 
（１）沿⾰ 

平成 16 年４⽉ ⽇本育英会において実施してきた⽇本⼈学⽣への奨学⾦貸与事業、⽇本国際教育
協会、内外学⽣センター、国際学友会、関⻄国際学友会の各公益法⼈において実
施してきた留学⽣交流事業及び国が実施してきた留学⽣に対する奨学⾦の給付事
業や学⽣⽣活調査等の事業を整理・統合し、学⽣⽀援事業を総合的に実施する⽂
部科学省所管の独⽴⾏政法⼈として設⽴。 

【旧法⼈の沿⾰】 
 ⽇本育英会 

昭和18年10⽉  財団法⼈⼤⽇本育英会として創⽴ 
昭和19年４⽉  特殊法⼈⼤⽇本育英会として設⽴ 
昭和28年８⽉  ⽇本育英会に名称変更 

 ⽇本国際教育協会 
昭和32年３⽉  財団法⼈として設⽴ 

 内外学⽣センター 
昭和20年３⽉  ⽂部省内に⽂部⼤⾂を会⻑とした動員学徒援護会設⽴ 
昭和20年７⽉  財団法⼈勤労学徒援護会として設⽴ 
昭和22年１⽉  財団法⼈学徒援護会に名称変更 
平成元年４⽉  財団法⼈内外学⽣センターに名称変更 

 国際学友会 
昭和10年12⽉ 外務省の外郭団体として創⽴ 
昭和15年12⽉ 財団法⼈国際学友会（内閣情報局所管）として設⽴ 
昭和20年８⽉  所管官庁が外務省に移管 
昭和54年４⽉  所管官庁が⽂部省に移管 

 関⻄国際学友会 
昭和31年６⽉  財団法⼈関⻄国際学友会（外務省所管）として設⽴ 
昭和54年４⽉  所管官庁が⽂部省に移管 

 
（２）設⽴に係る根拠法 

独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構法（平成 15 年法律第 94 号） 
 

（３）主務⼤⾂ 
⽂部科学⼤⾂（⽂部科学省⾼等教育局学⽣⽀援課）  
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（４）組織図 
（令和５年３⽉ 31 ⽇現在） 

  

　監事事務局

政策企画部 総合計画課

　監事 広報課

寄附金室

総務部 総務課

人事課
理　事　長 理事長代理 理　　事

財務部 主計課

経理課

施設整備推進室

資金管理課

市谷事務所再整備準備室

情報部 情報管理課

システム企画課

品質管理室

審議役 奨学事業戦略部 奨学事業総務課

奨学事業戦略課

奨学事業支援部 基盤業務課

相談課

貸与・給付部 貸与・給付総務課

採用課

特別採用課

奨学指導課

返還部 返還総務課

返還促進課

減額・猶予課

機関保証業務課

グローバル人材 グローバル人材 グローバル人材
育成本部 育成部 育成企画課

民間資金課

留学生事業部 留学生事業計画課

　 留学生宿舎管理室
　

インドネシア事務所
日本留学海外拠点 韓国事務所
連携推進本部 タイ事務所

ベトナム事務所
マレーシア事務所

国際奨学課

海外留学支援課

留学試験課

留学情報課

学生生活部 学生支援企画課

キャリア教育室

障害学生支援課

日本語教育センター 東京日本語教育センター 総務課

学生課

カリキュラム・教材研究開発室

遠隔教育推進室

大阪日本語教育センター 総務・学生課

北海道支部

東北支部

関東甲信越支部

東海北陸支部

近畿支部

中国四国支部

九州支部

検査室

法務課

地方ブロック支部
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（５）事務所（従たる事務所を含む）の所在地 
【本部】  ︓〒226-8503 神奈川県横浜市緑区⻑津⽥町4259 S-３ 
【市⾕事務所】        ︓〒162-8412 東京都新宿区市⾕本村町10-７ 
【市⾕外堀事務所】     ︓〒162-0845 東京都新宿区市⾕本村町１-１ 住友市ヶ⾕ビル13F 
【駒場事務所】        ︓〒153-8503 東京都⽬⿊区駒場４-５-29 
【⻘海事務所】        ︓〒135-8630 東京都江東区⻘海２-２-１ 
【グローバル⼈材育成部】  ︓〒100-8959 東京都千代⽥区霞が関３-２-２ 

（⽂部科学省内 官⺠協働海外留学創出プロジェクト） 
【⽇本語教育センター】 

・東京⽇本語教育センター ︓〒169-0074 東京都新宿区北新宿３-22-７ 
・⼤阪⽇本語教育センター ︓〒543-0001 ⼤阪府⼤阪市天王寺区上本町８-３-13 

【地⽅ブロック⽀部】 
・北海道⽀部       ︓〒060-0042 北海道札幌市中央区⼤通⻄３-11 北洋ビル10F 
・東北⽀部         ︓〒980-0811 宮城県仙台市⻘葉区⼀番町２-４-１ 

読売仙台⼀番町ビル10F 
・関東甲信越⽀部     ︓〒153-8503 東京都⽬⿊区駒場４-５-29 
・東海北陸⽀部    ︓〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦１-４-16 

KDX名古屋⽇銀前ビル３F 
・近畿⽀部         ︓〒530-0047 ⼤阪府⼤阪市北区⻄天満４-11-22 

阪神神明ビルディング８F 
・中国四国⽀部      ︓〒730-0012 広島県広島市中区上⼋丁堀４-27 

上⼋丁堀ビル６F 
・九州⽀部          ︓〒810-0041 福岡県福岡市中央区⼤名２-９-27 

野村不動産⾚坂センタービル３F 
【海外事務所】 

・インドネシア(ジャカルタ)  ︓Summitmas Tower Ⅱ, 2nd Floor, Jalan Jenderal 
 Sudirman, KAV 61-62, Jakarta 12190 INDONESIA 
・韓国(ソウル)          ︓702 Garden Tower, 84 Yulgok-ro, Jongno-gu, 

 Seoul 03131 Republic of KOREA 
・タイ(バンコク)          ︓10F Serm-mit Tower, 159 Asok-Montri Rd., Klongtoey-

Nua, Wattana, Bangkok 10110 THAILAND 

・ベトナム(ハノイ)        ︓4th Floor, CornerStone Building, 16 Phan Chu Trinh 
Street, Hoan Kiem District, Hanoi, VIETNAM 

・マレーシア(クアラルンプール)︓A-7-5, Northpoint Offices, Mid Valley City, No.1, 
Medan Syed Putra Utara, 59200 Kuala Lumpur, 
MALAYSIA 

  



 

36 
 

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法⼈等の状況 
なし 

 
（７）主要な財務データの経年⽐較 

（単位︓百万円） 
区別 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

資産 9,744,144 9,837,141 9,896,717 9,811,648 9,689,984 
負債 9,663,749 9,754,868 9,810,571 9,780,413 9,659,332 
純資産 80,395 82,273 86,147 31,235 30,652 
⾏政サービス実施コ
スト 

63,276 - - - - 

⾏政コスト - 105,367 254,009 339,699 235,117 
経常費⽤ 100,218 100,150 252,886 284,585 234,593 
経常収益 105,041 103,197 251,534 280,851 232,376 
当期総利益⼜は当
期総損失（△） 

4,823 4,445 5,141 △8,771 80 

 

（８）翌事業年度に係る予算、収⽀計画及び資⾦計画 
 

① 予算 
（単位︓百万円） 

区分 ⾦額 
収⼊  
 借⼊⾦等 959,451 
 運営費交付⾦ 15,885 
 育英資⾦返還免除等補助⾦ 4,022 
 学資⽀給⾦補助⾦  260,104 
 留学⽣交流⽀援事業費補助⾦  7,761 
 施設整備費補助⾦  102 
 寄附⾦収⼊  1,611 
 貸付回収⾦ 891,260 
 貸付⾦利息等 21,693 
 政府補給⾦ 126 
 事業収⼊ 923 
 雑収⼊ 3,186 
計 2,166,124 
⽀出  
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 奨学⾦貸与事業費 890,697 
 ⼀般管理費 2,237 
   うち、⼈件費（管理系） 1,035 
      物件費 1,202 
 業務経費 17,057 
   うち、⼈件費（事業系） 3,722 
      物件費 13,334 
 特殊経費 700 
 借⼊⾦等償還 955,341 
 借⼊⾦等利息償還 26,881 
 学資⽀給基⾦補助⾦経費 39 
 学資⽀給⾦補助⾦経費 260,104 
 施設整備費 102 
 留学⽣交流⽀援事業費補助⾦経費 7,761 
 寄附⾦事業費 1,611 
計 2,162,530 
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② 収⽀計画 
（単位︓百万円） 

区分 ⾦額 

費⽤の部  

 経常費⽤ 344,304 
  業務経費 335,489 
  寄附⾦事業費 1,611 
  ⼀般管理費 2,753 
  減価償却費 4,451 
 臨時損失 1 
収益の部  
 経常収益 344,007 
  運営費交付⾦収益 14,647 
  施設費収益 0 
  ⾃⼰収⼊ 25,802 
  寄附⾦収益 1,610 
  補助⾦等収益 297,806 
  賞与引当⾦⾒返に係る収益 375 
  退職給付引当⾦⾒返に係る収益 172 
  資産⾒返負債戻⼊ 3,594 
  財務収益 1 
 臨時利益 150 
純利益 △147 
⽬的積⽴⾦取崩額  83 
総利益 △64 

 

③ 資⾦計画 
（単位︓百万円） 

区分 ⾦額 
資⾦⽀出  

 業務活動による⽀出 △3,419,100 
  奨学⾦貸与 △890,697 
  奨学⾦給付 △260,143 
  ⼈件費⽀出 △4,957 
  短期借⼊⾦の返済による⽀出 △1,258,000 
  ⻑期借⼊⾦の返済による⽀出 △955,341 
  ⽀払利息 △26,881 
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  寄附⾦事業による⽀出 △1,481 
  その他の業務⽀出 △21,600 
 投資活動による⽀出 △836 
 財務活動による⽀出 △645 
 次年度への繰越⾦ 316,712 
資⾦収⼊  
 業務活動による収⼊ 3,423,868 
  運営費交付⾦による収⼊ 15,885 
  政府補給⾦による収⼊ 126 
  国庫補助⾦による収⼊ 271,888 
  貸付回収⾦による収⼊ 891,260 
  学資⽀給⾦の回収⾦による収⼊ 84 
  短期借⼊による収⼊ 1,258,000 
  ⻑期借⼊による収⼊ 959,280 
  貸付⾦利息 21,692 
  その他の業務収⼊ 4,288 
  寄附⾦による収⼊ 1,365 
 投資活動による収⼊ 4,102 
  施設整備費による収⼊ 102 
  その他の投資収⼊ 4,000 
 財務活動による収⼊ － 
 前年度からの繰越⾦ 309,324 
 

※年度計画の詳細は、リンク先（業務に関する情報（第４期中期⽬標期間））をご覧ください。 
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15．参考情報 

 
（１）要約した財務諸表の科⽬の説明 

①貸借対照表 
現⾦及び預⾦ ︓現⾦、預⾦  
第⼀種学資貸与⾦ ︓無利⼦奨学⾦ 
第⼆種学資貸与⾦ ︓有利⼦奨学⾦ 
貸倒引当⾦ ︓第⼀種学資貸与⾦及び第⼆種学資貸与⾦の回収不能⾒込額 
その他（流動資産）︓学資貸与⾦未収利息、未収消費税等など 
有形固定資産 ︓⼟地、建物、⾞両、⼯具など⻑期にわたって使⽤または利⽤する有形の固定

資産 
無形固定資産 ︓借地権、ソフトウエアなど、⻑期にわたって使⽤または利⽤する無形の固定資

産 
投資有価証券 ︓満期保有⽬的の国債等のうち翌々年度以降に償還期⽇が到来するもの 
破産再⽣更⽣債権等︓滞納10年を超える等の第⼀種学資貸与⾦及び第⼆種学資貸与⾦の延滞 

債権 
未収財源措置予定額︓貸倒引当⾦繰⼊等に対し、後年度に国の財源措置が予定される額 
退職給付引当⾦⾒返︓退職⾦の⾒積計上額 
その他（固定資産） ︓差⼊保証⾦など 
⼀年以内償還予定⽇本学⽣⽀援債券︓翌年度に償還が予定される財投機関債 
⼀年以内返済予定⻑期借⼊⾦︓翌年度に返済が予定される⼀般会計借⼊⾦、財政融資資⾦借

⼊⾦及び⺠間借⼊⾦ 
その他（流動負債） ︓運営費交付⾦債務、預り⾦、リース債務、未払⾦など 
⽇本学⽣⽀援債券 ︓翌々年度以降に償還が予定される財投機関債 
⻑期借⼊⾦ ︓翌々年度以降に返済が予定される⼀般会計借⼊⾦、特別会計借⼊⾦、財

政融資資⾦借⼊⾦ 
その他（固定負債） ︓⻑期預り補助⾦等、⻑期預り寄附⾦、資産⾒返負債、⻑期リース債務など 
政府出資⾦ ︓国からの出資⾦であり、機構の財産的基礎を構成 
資本剰余⾦ ︓機構設⽴にあたり出えんされた資産で財産的基礎を構成するもの 
利益剰余⾦ ︓機構の業務に関連して発⽣した剰余⾦の累計額 
 

②⾏政コスト計算書  
損益計算書上の費⽤︓ 損益計算書における経常費⽤、臨時損失 
その他⾏政コスト   ︓ 政府出資⾦や国から交付された施設費等を財源として取得した資産の減

少に対応する、独⽴⾏政法⼈の実質的な会計上の財産的基礎の減少の
程度を表すもの 

⾏政コスト       ︓ 独⽴⾏政法⼈のアウトプットを産み出すために使⽤したフルコストの性格を
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有するとともに、独⽴⾏政法⼈の業務運営に関して国⺠の負担に帰せられ
るコストの算定基礎を⽰す指標としての性格を有するもの 

 
③損益計算書 

奨学⾦業務費 ︓学資貸与⾦の貸与に係る業務費 
学資⾦⽀給業務費 ︓学資⽀給⾦の⽀給に係る業務費 
修学⽀援学資⾦⽀給業務費︓修学⽀援学資⽀給⾦の⽀給に係る業務費 
留学⽣学資⾦⽀給業務費︓留学⽣等に対する奨学⾦の⽀給等の業務に要する業務費 
その他業務費 ︓その他留学⽣⽀援業務及び学⽣⽣活⽀援業務に要する業務費 
⼀般管理費 ︓管理部⾨に係る費⽤、共通経費等 
補助⾦等収益等 ︓国庫補助⾦等、国からの運営費交付⾦のうち当期の収益として認識した収

益 
⾃⼰収⼊等 ︓事業収⼊、受託収⼊などの収益 
財源措置予定額収益 ︓当期に発⽣した貸倒引当⾦繰⼊等に対し、後年度に国の財源措置が予定

される額 
その他 ︓資産⾒返負債戻⼊、賞与引当⾦及び退職給付引当⾦⾒返収益 
臨時損失 ︓取得時に資産⾒返負債を計上した固定資産の除売却による損失等 
臨時利益 ︓当期に発⽣した貸倒引当⾦の戻⼊益等 
前中期⽬標期間繰越積⽴⾦取崩額︓前中期⽬標期間繰越積⽴⾦を、⽬的に沿って取り崩した額  
 

④純資産変動計算書  
当期末残⾼      ︓貸借対照表の純資産の部に記載されている残⾼ 

 
⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー︓独⽴⾏政法⼈の通常の業務の実施に係る資⾦の状態を表し、サー
ビスの提供等による収⼊、⼜はサービスの購⼊による⽀出、⼈件費⽀出等が
該当  

投資活動によるキャッシュ・フロー︓将来に向けた運営基盤の確⽴のために⾏われる投資活動に係る資
⾦の状態を表し、固定資産や有価証券の取得・売却等による収⼊・⽀出が
該当  

財務活動によるキャッシュ・フロー︓リース債務の返済による⽀出が該当 
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（２）その他公表資料等との関係の説明 
本書は、法⼈の全体像を簡潔に説明する資料として位置づけられており、財務情報・⾮財務情報の概
要情報を提供しています。詳細情報は、以下のとおりホームページ等にて公表しておりますので、本書と併
せてご覧ください。 

 
【ホームページ】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
・業務に関する情報（第４期中期⽬標期間） 
（https://www.jasso.go.jp/about/disclosure/gyoumu/4th.html） 
・財務に関する情報（第４期中期⽬標期間） 
（https://www.jasso.go.jp/about/disclosure/zaimu/4th.html） 
・規程等 
（https://www.jasso.go.jp/about/disclosure/kitei/index.html） 
・IR 情報 
（https://www.jasso.go.jp/about/ir/index.html） 

 
 

【パンフレット】 

◆⽇本学⽣⽀援機構ホームページ（ポータル） 
https://www.jasso.go.jp/ 

 
 
 
 
 

◆JASSO 概要 
https://www.jasso.go.jp/about/organization/ji
gyougaiyou.html#04 

◆JASSO OUTLINE 
https://www.jasso.go.jp/en/about/organizat
ion/jigyougaiyou.html#04 


